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　　　　　　　　　　　　　　　　希望退職の実施について
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　希望退職について、次のとおり実施することとする．　　　　　　　　　　　　

１．対象者

　　対象者は、年度末年齢が４０歳以上５７歳以下、かつ退職予定日現在の勤続年数が１０年以上の社員とし、会社から出向中の者も含むこととする。

　　ただし、病気休暇期間（３年）満了前３ヵ月以内の者、刑事休職中の者、懲戒解雇・論旨解雇と

　なる見込みがある者並びに解雇となる者は対象外とする。

２．実施時期　　　　　　　　　

　　実施時期は、平成１３年度とする。

３．退職日　　　　

　　退職日は、平成１４年３月３１日とする。

４．募集期間

　　募集期間は、平成１４年１月４日から１８日とする。

５．周知等

　　募集に先立ち、社内報、社内掲示板及び職場ミーティング等において対象者、募集期間、申出方

　法及び特別措置内容等の周知を行う。

　　また、本退職制度についての社員からの相談等については、ライフプラン相談室等において行う

　こととする。

　　なお、本退職制度はあくまでも本人の希望・選択に基づくものであり、募集にあたっては、強制

　などにわたることのないよう十分配慮し、実施することとする。

６．申出及び承認

　　希望者は、募集期間内に所定の様式により申出を行い、会社の承認を得ることとする。

なお、希望退職承認後、刑事休職、懲戒解雇・論旨解雇となる見込みが生じた場合並びに解雇と

　なる場合は、希望退職の承認を取り消すこととする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
７．特別措置

（１）特別一時金

　　　退職手当とは別に特別一時金を支払うこととする。

　　　具体的には、退職時の基本給等の１２月分とする。

　　　なお、退職時の基本給等の額が、「基本給の切替等について」（平成１３年３月３０日、Ｆ総第

　　６８２号）第４項第１号による切替の基礎とした基本給等の額を下回る場合は、切替時の基本給

　　等の額とする。

（２）退職手当等

　　　退職手当は、支払乗率を「定年退職等」として求められる額とする。

　　　なお、転進援助制度の対象となる者については、退職手当規程付則第３項の適用は行わないこ

　　ととし、転進援助特別一時金をあわせて支払う。

（３）帰郷旅費

　　　退職日から３ヵ月以内に旧在勤地または居住地から帰郷地（退職後の生活の根拠となる地をい

　　う。）へ移転する場合に帰郷旅費を支払う。　

（４）その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　転進援助制度の対象となる者については、転進助成金及び開業資金等融資の会社斡旋は適用し

　　ない。
